　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　




　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
１　届出が必要な変更・加算事項、届出時期、必要書類、提出方法　
　次ページの一覧表で確認してください
２　届出手順








３　注意事項　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　電子申請届出システムを利用する際は、下記必要書類の「変更届出書（第4号様式）」、「付表」の添付は不要です。「申請にかかるチェック表及び誓約書」は、電子申請届出システム内の「資格証明書」欄にアップロードしてください。
　　　郵送で申請する場合は、「変更届管理票」、返信用封筒も添付してください。　
　

変更届出一覧表（提出方法・必要書類）

【短期入所生活介護・介護予防短期入所生活介護】
· 提出期限：変更後10日以内（書類によっては１ヶ月前の提出をお願いしています。）　
　
※必要書類以外に送付された書類等については、本市側にて廃棄させていただきます。
（１）事業所関係
	変更内容
	提出方法
	必要書類
	備　考

	
	
	届出用紙
	添付書類
	

	事業所の住所

　
	事前申請

	・４号様式

・付表
	・不動産の謄本または賃貸借契約書

・図面

・写真
	※自社所有の場合、不動産の謄本

賃貸の場合、賃貸借契約書を添付

	事業所の住居表示

【転居なし】
	電子申請
	・４号様式

・付表
	・市区町村発行の住居表示変更証明


	

	事業所の名称
	電子申請
	・４号様式

・付表
	
	

	事業所の電話、ＦＡＸ番号
	電子申請
	・４号様式

・付表
	
	

	事業所のレイアウト変更
	事前申請

	・４号様式

・付表
	・図面

・写真
	※併設型の場合、事前に特養本体許認可担当に確認してください。


· 図面・写真は、指定基準上必要とされている設備（機能訓練室、食堂、相談室、静養室、浴室等）について、変更があった箇所を記載・添付してください。
（２）人員関係
	変更内容
	提出方法
	必要書類
	備　考

	
	
	届出用紙
	添付書類
	

	管理者の交代
	事前申請

	・４号様式

・付表
	・法人代表者等誓約書

・申請にかかるチェック表および誓約書

	

	管理者の氏名変更
（結婚等による場合）
	電子申請
	・４号様式

・付表
	
	４号様式の変更内容欄に新旧姓名を記入してください。

	管理者の住所変更
	電子申請
	・４号様式

・付表
	
	４号様式の変更内容欄に新旧住所を記入してください。

	管理者以外の従業員の交代・増減
	・変更届は不要です。
・必要があれば市から連絡し提出してもらうこともありますので、資格証・雇用契約書・履歴書・出勤簿等は各事業所できちんと保管しておいてください。
・減員の場合は、人員基準違反にならないよう注意してください。


（３）入所定員・実施地域・利用料金等　

	変更内容
	提出方法
	必要書類
	備　考

	
	
	届出用紙
	添付書類
	

	１　利用定員の増減
	事前申請

	・４号様式

・付表8-1・8-2・8-3のいずれか

（8-1単独型、8-2特養併設、8-3その他）


	・運営規程

・勤務表

・申請にかかるチェック表および誓約書
・図面

・写真

・部屋別施設一覧表
	※

併設型の場合、事前に特養本体許認可担当に確認。

	２　実施地域
（送迎実施地域）
	電子申請
	・４号様式

・付表
	・運営規程


	

	３　利用料金
	事前申請

	・４号様式

・付表
	・運営規程

・料金表（※１）

・積算根拠（※２）


	

	４　協力医療機関
	電子申請
	・４号様式

・付表8-1・8-2・8-3のいずれか

（8-1単独型、8-2特養併設、8-3その他）


	・協力医療機関契約書（覚書程度でも可）


	※介護老人福祉施設に係る変更届の要否についてもご確認ください。

	５　併設・空床利用の追加
	電子申請
	・４号様式

・付表8-2（特養併設・空床型）
	・運営規程


	


· 図面・写真には、指定基準上必要とされている設備を明記・添付すること（変更があった箇所のみ）。
· 必要に応じて来庁を求めることがあります。
· 事前申請については１ヶ月前までに電子申請ください。


郵送用ラベル

　　　　　こちらをコピーの上、使用されると便利です。

　　　〒　210-8577　川崎市川崎区宮本町１番地

　　　　　　川崎市健康福祉局長寿社会部

　　　　　　　　　高齢者事業推進課事業者指定係　行

＜変更届　・　加算届　・　廃止（休止）届　

一覧表で確認





変更の発生





【郵送】※原本での提出が必要な書類に限ります





【電子申請】





① 必要書類の作成


② ①の控えを作成（事業所保管用）


③ ①を郵送する


　 　郵送先：〒 210-8577


　 　　　　  川崎市川崎区宮本町１番地


　　　　　　 川崎市健康福祉局長寿社会部


高齢者事業推進課 宛





①　必要書類の作成


②　①の事業所控えをとる。　→　保管


③　電子申請


https://www.kaigokensaku.mhlw.go.jp/shinsei/





書類の差し換え等を考慮し、早めに手続きを行ってください。





※１　説明資料として、変更後と変更前で新旧を対比した表を提出してください。


※２　食費、居住費、居室内家電製品の電気料金、預かり金管理業務費については様式がありますので、当該様式の提出をお願いします。それ以外の料金変更については、様式は設けておりませんので、各自作成をお願いします。








既に併設型（又は空床型）の指定を受けている場合で、空床型（又は併設型）を追加で利用する場合の申請です。ただし、従来型とユニット型いずれかのみ短期入所生活介護の指定を受けている場合で、指定を受けていない方の短期入所生活介護を利用するためには、新規指定手続が必要になります。


【例】従来型短期入所生活介護の指定を受けていても、ユニット型特別養護老人ホームの空床利用はできません。ユニット型における短期入所生活介護の指定を受ける必要があります。








※介護情報サービスかながわへの掲載情報の変更は、原則処理月の翌月からですが、月末処理の場合、システム更新の関係から、翌々月以降になることがあります。





変更届・加算届・廃止（休止）届のいずれかを○で囲んでください。








